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第３ 特定事業の許可申請について 

 

Ⅰ 許可申請のフロー図 

 

土砂等の埋立て等を行おうとする場合はこの条例の規制対象となり、特定事業に該当する場

合は許可を受ける必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋立て等：土地の埋立て、盛土その他の土地への堆積（製品の製造又は加工のための原材料 

の堆積を除く。）をする行為 

土 砂 等：埋立て等に供される一切の物 

特定事業：埋立て等を行う区域以外の場所において、採取または製造が行われた埋立て等で 

あって、その区域の面積が３，０００平方メートル以上であるもの 

埋立て等を行おうとする者 

本条例以外の法令等の制約はないか 

他法令等との協議等 

特定事業に該当するか 

本条例以外の法令等の制約 

・宅地造成及び特定盛土等規制法の

工事許可 

・都市計画法の開発 

・農業振興地域の整備に関する法律

の開発行為 

・農地法の転用許可 

・森林法の開発許可 

・自然公園法の行為の許可 

・文化財保護法の埋蔵文化財の有無 

 等 許可不要 

許可の適用除外に該当しないか 

許可申請 

許可の適用除外 

・国、地方公共団体等が行うもの 

・採石法、砂利採取法等の許認可を  

受けた採取場から採取された土砂 

等を販売するために一時的にたい 

積するもの 

・非常災害のために必要な応急措置  

として行うもの 

・植樹の用に供する目的で行う事業 

・運動場、駐車場その他本来の機能  

を維持する目的で行う事業 

・製品の販売を目的として行う事業 

・廃棄物処理法に基づく行政処分 

又は行政指導を受けて行う事業 

・規則第４条第３項の各号（４ページ 

から５ページ参照） 

有り 

該当しない 

無し 

該当する 

該当しない 

該当する 

不許可 許 可 

許可基準に 

適合 

許可基準に 

不適合 
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Ⅱ 申請書類の作成 

 

１ 提出部数 

    申請書の提出部数は２部とします。 

 

２ 図面 

    図面等で１つの図面に２つ以上の内容を記載する場合は、タイトル等にその旨を明記して

ください。 

    添付図面等で色塗りをした場合は、必ず凡例を示してください。 

 

３ その他 

特定事業の許可に関し、必要に応じて、別に書類の提出を求めることがあります。 
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Ⅲ 特定事業許可申請書の記載要領 
 
１ 目次 
   申請にあたっては申請書添付書類についての目次を作成してください。その際、原則とし
て特定事業許可申請書の必要書類チェック表(Ｐ１１)の順で作成してください。      

 
２ 特定事業許可申請書（別記第２号様式）(記載例Ｐ２６) 
    手数料 49,000 円については、収入証紙貼付、キャッシュレス端末を利用した納付またはオ
ンライン納付のいずれかの方法で納付してください。 

 

記載事項 記載要領 

(1) 申請者 特定事業を行おうとする事業者の氏名及び住所を、住民票の写し(法
人にあっては法人登記簿謄本)【添付書類(1)】のとおり記載すること。 

(2) 特定事業場の位置
  及び面積 

① 特定事業場の位置（所在地）は、代表地番を記載すること。地番 
は、土地登記簿謄本から記載すること。 

② 特定事業場及び特定事業区域の面積は、実測の求積図及び求積表  
 【添付書類(5)】から算定した面積を記載すること。（平方メートル単 
位で小数点以下は切り捨て） 

(3) 特定事業の施行を
  管理する事務所の所
  在地 

① 管理する事務所の所在地及び電話番号を記載すること。 
② 事務所を特定事業場内に設置する場合は、設置位置を「特定事業 
に供する施設の設置計画及び位置」において作成する図面等に明示す
ること。 

(4) 特定事業の施行の
現場を管理する者の
氏名 

現場を管理する者の氏名を記載すること。なお、特定事業の申請者が
現場を管理する場合は、特定事業の申請者の氏名を記載すること。 

(5) 特定事業に供する
  施設の設置計画及び
 位置 

 土砂等の搬入路、保安地帯、現場事務所等の施設を明示する図面を添
付すること。 

(6) 特定事業の施行 
 期間 

① 特定事業の施行期間を記載すること。開始日については、申請書 
提出から許可までの時間を十分見込んでおくこと（２ヶ月以上）。 
 なお、許可を受けた日から直ちに事業を実施する計画の場合は、 
開始日を「許可日から」としても可。 

② 特定事業場が自己の所有でない場合については、当該土地につい 
て借地等の使用権原の明らかな書類の契約期間の範囲内とすること。 

   ただし、契約期間が更新されていく場合はこの限りでない。 
③ 事業の概要書（事業の目的、事業内容、跡地利用、緊急時の連絡 
 先等を簡潔に記載したもの）を添付すること。（特定事業の施行期間
が３年を超えない場合は省略可。） 

(7) 特定事業に供され
  る土砂等の量 
 

①  埋立て等の区域外を採取場所とする、土砂等の搬入予定量を記載 
 すること。（立方メートル単位で小数点以下は切り捨て） 
② 横断面図、縦断面図を元に作成した、搬入する土砂等の量を積算 
した計算書【添付書類(7)】を添付すること。 

(8) 特定事業に供され
  る土砂等の搬入計画
 に関する事項 

【記載例Ｐ３０参照】 
① 発生場所、発生元事業者名、当該発生元からの搬入予定量、搬入 
期間、搬入時間等を記載すること。 

② 備考欄には運搬事業者などを記載すること。 
(9) 特定事業が施行さ
  れている間におい  
  て、特定事業に供さ 
  れた土砂等の崩落、 
  飛散又は流出による
  災害の発生を防止す
  るために講ずる措置 

 1/500程度の平面図等に必要な措置を講じたものを作成すること。 

(10) 特定事業の最大
堆積時における特定
事業区域の構造 

 特定事業完了時における堆積量を超える場合にのみ平面図や縦断図
を添付すること。 

(11) 特定事業の完了
時における特定事業
区域の構造 

特定事業完了時の計画平面図や縦断図を添付すること。 
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【申請書の添付書類関係】 

添付書類 記載要領 

(1) 申請者の住民票の
  写し 
 （法人は登記簿謄本） 

・特定事業許可申請書の記載事項(1)の添付書類 
・住民票の写し（法人にあっては法人登記簿謄本）は、申請する日の
前３ヶ月以内に発行されたものに限る。 

 ※住民票には、申請者の氏名・住所・役所の証明印・証明年月日の 
  記載があればよく、本籍地の記載等は必要ありません。 

(2) 特定事業場の位置
  図及び付近の見取図 

・位置図は、道路、地勢等周辺の状況が判別できる縮尺1/25000程度
のもの。 

・付近の見取図は、特定事業場の周辺の住居や公共施設等の状況、進
入路等が判別できる縮尺1/2500程度のもの。 

(3) 特定事業場の平面
  図及び断面図 

・特定事業の施行前、施行後及び最大堆積時の構造が確認できる縮尺 
1/250～1/500程度のもの。 

・平面図には、特定事業場及び特定事業区域がわかるように明示する
こと。 

・事業の前に確保してあった耕作土で覆う行為をする場合は、断面図
に切土する部分と盛土する部分を明示すること。 

・また、最大堆積時については、当該土砂等の堆積量が特定事業の完
了時における堆積量を超える場合にのみ平面図及び断面図を添付す
ること。 

(4) 特定事業場の土地
  登記簿謄本（ 申請者
 が当該土地の所有者
 でない場合の使用権
 原を証する 書類）、 
 公図の写し 

・特定事業場の全ての土地の登記簿謄本で、申請する日前３ヶ月以内
に発行されたもの。 

・特定事業場の土地が、自らの所有でない場合にあっては、当該土地
の登記簿謄本に、賃貸借契約書等の当該土地の使用権原を証する書
面（写しで可）又は、使用承諾書等を添付すること。 

・公図の写しは、特定事業場及びその周辺を含むもので、特定事業場
及び特定事業区域を明示し、特定事業場及び特定事業区域並びに隣
接地の地目等を記入したもの。 

(5) 求積図及び求績表 ・実測により特定事業区域の面積を計測したもの。 

(6) 現場を管理する者
 であることを証する
 書面 

・申請者が定めた特定事業場の現場を管理するものであることが確認
できるもの(任意の様式)。 

・なお、特定事業の申請者が現場を管理する場合は、本書面の添付は
不要。 

(7) 使用する土砂等の
    予定積算書 

・特定事業許可申請書の記載事項(7)の添付書類 
・横断面図、縦断面図を元に作成した、搬入する土砂等の量を積算し
た計算書。 

(8) 構造安定計算書 ・規則第３条（別表第二）の構造上の基準に基づき、埋立て等の高さ
が10ｍを越える場合など、安定計算を行って安全性を確認する必要
がある場合に添付すること。 

・この場合においては、使用する土砂等の区分を記載すること。 

(9)、(10)擁壁関係書類 ・1/20～1/50程度の断面図及び背面図を作成し、背面図は擁壁の裏側
の構造が判別できるものであること。 

・鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合に
ついては当該擁壁の概要・構造計画等を明示した書類を添付するこ
と。 

(11) 構造基準適用除
外書面 

・特定事業が別表第四に掲げる行為に該当する場合には、当該許認可
等の許可書又は申請書の写し（受付印のあるもの）を添付すること
。 

(12) 関係法令等の許
認可等の許可書等 

 

・別表第四に掲げる行為以外に、他の法令等の許認可等に該当する場
合は、当該許認可等の許可書又は申請書の写し(受付印のあるもの)
を添付すること。 
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３ 特定事業許可申請書の必要書類チェック表 

 

事項 添付の有無 

目次  

Ａ 特定事業許可申請書（第２号様式）  

Ｂ 手数料納付（49,000円） (証紙の場合) 

 

１ 申請者の住民票の写し（法人は登記簿謄本）  

２ 特定事業区域及び特定事業に供する施設の位置図及び付近の見取図  

３ 特定事業場の平面図及び断面図（特定事業の施行の前後の構造及び土砂

等の最大堆積時における構造（当該土砂等の堆積量が特定事業の完了時

における堆積量が超える場合に限る。）が確認できるものに限る。） 

 

４－１ 特定事業場の土地登記簿謄本  

４－２ 申請者が土地所有者でない場合にあっては、使用権原を証する書類  

４－３ 特定事業場の公図の写し  

５ 特定事業区域の面積を測る求積図及び求積表  

６ 特定事業の現場を管理する者であることを証する書面  

７ 特定事業に供する土砂等の予定容量の計算書  

８ 埋立て等の構造の安定計算を行った場合は、当該安定計算書  

９ 擁壁を用いる場合は、擁壁の断面図及び背面図  

１０ 

 

鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合は、擁

壁の概要、構造計画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書 

 

 

１１ 関係許認可等の許可書(申請書)の写し（規則別表第四に該当する場合）  

１２ 

 

別表第四に掲げる行為以外に、他の許認可に該当する場合は、当該許認

可（申請書）の写し 

 

 

１３ その他  

  

 ※特定事業許可申請書の中で別添としているもの 

Ｃ 特定事業に供する施設の設置計画及び位置  

Ｄ 特定事業に供される土砂等の搬入計画 

（別紙 土砂等の搬入計画） 

 

Ｅ 特定事業が施行されている間において、特定事業に供された土砂等の崩 

落、飛散又は流出による災害の発生を防止するための措置 

 

Ｆ 特定事業の最大堆積時における特定事業区域の構造 

（完了時の堆積量を超えなければ省略可） 

 

Ｇ 特定事業が完了した場合の特定事業区域の構造（他の添付書類に添付されて

いればそれで可） 
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Ⅳ 特定事業変更許可申請書の記載要領 

 

１ 特定事業変更許可申請書（別記第４号様式）(記載例Ｐ２８) 

    手数料 29,000 円については、収入証紙貼付、キャッシュレス端末を利用した納付またはオ

ンライン納付のいずれかの方法で納付してください。 

 

２ 特定事業変更許可申請書の各項目の記載要領  

    下記の記載事項のうち、変更許可申請において変更申請を行おうとする事項について、変

更前と変更後の内容及び理由を記載してください。 

記載事項 記載要領 

特定事業場の位置及び面
積 

① 特定事業場の位置（所在地）は、代表地番を記載すること。地番 
 は、土地登記簿謄本から記載すること。 
② 特定事業場及び特定事業区域の面積は、実測の求積図及び求積表
  から算定した面積を記載すること。（平方メートル単位で小数点以 
下は切り捨て） 

特定事業の施行期間 
 

① 特定事業の施行期間を記載すること。 
② 特定事業場が自己の所有でない場合については、当該土地につい
て借地等の使用権原の明らかな書類の契約期間の範囲内とすること
。 

   ただし、契約期間が更新されていく場合はこの限りでない。 
③ 事業の概要書（事業の目的、事業内容、跡地利用、緊急時の連絡
先等を簡潔に記載したもの）を添付すること。（当初の許可申請時
に提出した概要書と変更がない、もしくは変更後の特定事業の施行
期間が３年を超えない場合は省略可。） 

特定事業に供される土砂
等の量（軽微な変更に該
当しないもの） 

①  埋立て等の区域外を採取場所とする、土砂等の搬入予定量を記
載すること。（立方メートル単位で小数点以下は切り捨て） 

② 横断面図、縦断面図を元に作成した、搬入する土砂等の量を積算 
 した計算書を添付すること。 

特定事業が施行されてい
る間において、特定事業
に供された土砂等の崩落
、 飛散又は流出による
災害の発生を防止するた
めに講ずる措置 

 1/500程度の平面図等に必要な措置を講じたものを作成すること。 

特定事業の最大堆積時に
おける特定事業区域の構
造 

特定事業に供される土砂等の最大堆積時における構造（当該土砂等の
堆積量が特定事業の完了時における堆積量が超える場合に限る。）が
確認できるもの。 

特定事業の完了時におけ 
る特定事業区域の構造 

特定事業完了時の計画平面図や縦断図を添付すること。 

 

３  添付書類 

  ① 変更に係る書類及び図面並びに位置図（別記第４号様式裏面参照。） 

  ② 現特定事業許可書の写し 

  ③ 関係法令等許認可書の写し 

 

 


